





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Ｓ（貯蓄） ← → Ｓ（安全保障）
↓ ↑ ↓ ↓ ↑ ↑
↓ Ⅰ（相互依存） ↑
↓ ↑ ↓ ↓ ↑ ↑
Ｄ（赤字） ← → Ｄ（防衛）
米国
出典、大場、1995：188
あり、それを架橋しなければならない。そのひとつの試みが政策協調と調整という政策である。それは、二国間だ
けを対象として述べられるかどうかは別にして、日米間での多分野にわたる日米間のレジー
ムを保障する政策上の
協力関係の維持とみなせる。米国政府は、国際的な威信を堅持しようとする。したがって、米国は赤字を削減しに
くい［大場、一九九五：一八九；
中北、二〇一二参照］。
日米間にSDI関係が続くかぎり、こうした米国の「双子の赤字」を日本の黒字で賄うという構図も変わらな
かった。米国は、「核の傘」に見合う応分の負担として、現在に至るまで、日本に内需拡大を要求する。日本の経
済界は、ドルと円の是正のいずれにしても、政府に公共事業を中心に財政支出の拡大と、金利引き下げを要請する。
為替相場はこの事情を反映していた。
それゆえ、日本の役割分担は、「プラザ合意」でも、さらに円高のもとで緊急円高・経済対策でも、米国政府と
日本の経済界のそれぞれの要請の一致に由来する。もちろん、相違点はある。米国は日本の経常収支の黒字削減を
重視するが、日本は景気回復と黒字削減を通じた円高是正を米国に対する重点政策としたことである。
日米二国間の政策協調は、両国の関係がSDIの構図にあることに加えて、世界最大の債権国と債務国という現
実があった。もっとも、日米の政策協調が米国の覇権と日本の資金力を組み合わせは、日本にはバー
ドン・シェア
リングの負担と内需拡大の要求であった。
「プラザ合意」が成功であったとするなら、政策協調が「万能薬」のように扱われやすくなる。その言葉だけが
独り歩きする。一九八六年、東京サミットで、政策協調がこの傾向を示した。為替相場の安定、持続的な成長、経
常収支の不均衡是正、インフレ抑制などは、政策協調を協議する場としてG7が誕生した。確かに、政策協調は、
ボー
ダー
レスのグロー
バルな経済と、国境のうえに成立する主権国家とのギャップを埋めることになりそうである。
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もっとも、政策協調の要請は、経済状態の良い国に過大な負担を強いることになった［大場、二〇〇二：一九〇－
一九
一］。為替レー
トが貿易収支の不均衡だけで決定されるなら、内需拡大で輸入が増えれば、円高も是正されるはずで
あった。実際は、為替相場は貿易取引だけを根拠とするわけではない。現在、グロー
バル化の発展によって、輸出
入決済額を上回る資金が、世界中を駆け巡るのである。それゆえ、国際政治の力学が投影する。
内需拡大による景気回復は、円高を導くことになる。内需拡大に努力して成長率が上がれば、それにつれてイン
フレ予測が高まり、金利は上昇に向かう。それが新たな投資を呼ぶ込む原因になる。その時点の経済情勢を反映さ
れれば、政策協調は成功する［大場、二〇〇二：一九七－
一九八］。そこには、政治からの「調整」が不可欠になる。
経済と政治のギャップを埋めるもうひとつの試みは、貿易取引の垣根を撤廃する地域統合の動きである。もちろ
ん、自由貿易協定や関税同盟による地域統合や地域経済圏の結成が進めば、域内取引の壁は低くなるが、域外には
高くなることも留意しなければならない。
当面は自由貿易に逆行する環境が形成されるが、地域統合や国際レジー
ムが「ひとつの世界」を目指す動き、ま
たは国際経済レジー
ムの形成であれば、こうしたデメリットもいずれ克服されるはずである。欧州連合（EU）、
北米自由貿易協定（NAFTA）、アセアン自由貿易協定（AFTA）といった、一種の国際レジー
ムとなる地域
統合や地域経済圏（構想）の動きは、将来的にはグロー
バル経済の目標である「ひとつの世界」への道程となる。
ただ、それが経済的な安全保障にとって良いかどうか精査する必要があるし、政治的には主権国家の協力で成立
する国際政治では、レジー
ム内の覇権国による支配になり、二国間関係に矮小化され、あるいはレジー
ム内外の主
権国家の争いがレジー
ム内にあるだけで、その争いに巻き込まれる可能性が大きいことも考えておく必要がある。
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三
軍事的安全保障からの視座
バー
ドン・シェアリング（burdensharing
、責任分担）は、共同防衛や国際秩序のために同盟国間で相応の役割
分担を意味する。一九七〇年代後半、NATO加盟国が国民総生産比の三から五％を防衛費として支出したのに対
して、日本は一％程度しか支出していないため、「安保ただ乗り論」が米国議会を中心に噴出し、米国政府は日本
に防衛力の増強と防衛費の増額を要求した。
レー
ガン政権は、①在日米軍駐留への費用負担、②日本の果たすべき防衛任務・役割の明確化、③日米防衛技術
協力、④対外援助の増額などを具体的に要求し始めた。
一九八一年五月の鈴木・レー
ガンの首脳会談は、日本の防衛政策にとって重要な意味があった。この会談で、日
本は「西側の一員」として、対ソ戦略上の役割を分担することを約束した。日本は、一九八〇年代には、財政再建
を急務とされたにもかかわらず、米国からの応分の要求である防衛費や経済協力の増額だけが例外的に伸張し続け
た［坂井、一九八八：第五・七章］。
一九八八年一月、一九八六年秋にレー
ガン大統領の指示で発足した「米国統合長期戦略委員会」の報告書『選択
的抑止』は、米国には通常戦力を賄う財政的制約があるので、同盟国にその負担を要請した。その要請とは、矛盾
することだが、日本の経済大国化は軍事大国化になる潜在的可能性も指摘された。これは日本の軍事大国化に対す
る懸念である、と同時に対日要求の質的変化であった［坂井、一九九一：二二九－
二三〇］。その対処の仕方のひとつ
は、米国の指導下に日本をおく、いわゆる「瓶の蓋」論である。
バー
ドン・シェアリングの本質は、米国が自国経済の相対的低下に直面して、「パックス・アメリカー
ナ（Pax
Americana
）」を維持するために、またその支配圏を拡大するために、他国に資金的、人的な補完役を押しつける。
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それは、見かけ上、「パックス・コンソルティス（PaxConsortis
）」の主要国の協調と連帯による秩序維持である。
その内実はバー
ドン・シェアリングにもとづく米国の「生存圏（Lebensraum
）」の確保にあった、と言い換えるこ
とができる。これは単に軍事的、国際政治的な側面だけでなく、経済上での政策協調と符合していた［坂井、一九九
一：二三七］。
国際公共財は、国際的な自由貿易体制、国際安全保障や国際政治の安定、国際的な経済援助等を表わす用語であ
る。経済政策の国際協調は、国際システムの安定に寄与する国際公共財に含まれる。例えば、それは、日本の在日
米軍経費や対米資金協力（例、湾岸戦争への資金協力）も「ある国の支出が国際的関係の中で、世界の国々
の共有
できる財」である［坂井、一九九一：二三九］、とも考えることが可能である。
現実において、相当量の国際公共財は、覇権国から供給されてきた。国際経済の安定は、単に覇権国だけでなく、
すべて（あるいは大多数）の国々
に利益を（均等ではないが）配分する。国際レジー
ムもそれ自身が公共財である
だけでなく、様々
な形態で国際的な相互依存に貢献する。結果的には、参加・不参加すべての国がその恩恵に浴す
るはずである［山本、一九八九：第五章参照］。もちろん、それへの限度はある。国際公共財は、コストを負担せず、
財を消費する「ただ乗り」行動を取ると、供給を受けられないというジレンマがあり、また負担が適切か、見返り
の供給が適当かという、それぞれの「主観的」な判断が、かえってそのことが国家間の摩擦や軋轢の原因となるこ
とが多々
ある。
覇権国が国際公共財を供給するのは、自国の利益になるかぎりであって、不利益を生じる場合、覇権国の公共財
の供給の動機づけは喪失し、国際公共財の供給不足のために国際社会に混乱と無秩序をもたらす。
国際的なレジー
ムは、国家の対外的行動と各国間の関係を規制する枠組みとルー
ルを表わす。レジー
ム内の覇権
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国の盛衰が国際システムの安定・維持の命運を握るとするなら、二つの可能性が想定できる［坂井、一九九一：二四
〇－
二四一］。
ひとつは、覇権国がルー
ルを強制する力と意思があれば、当該レジー
ムの維持を可能にするが、覇権国が衰退す
れば、レジー
ムの機能不全が起きる。もうひとつは、レジー
ム確立後に覇権国の凋落が生じても、参加国の協調と
調整する意思と能力があれば、国際社会の安定を期待できる場となる。この二つの見方は、レジー
ムを支える覇権
国で考えるか、それとも既存のレジー
ムの参加国の結束かのちがいである。実際は、いずれかに確定できる二者択
一の論理になるとはかぎらなく、状況や背景、国ごとの事情などによるので、単純に割り切れない。
日本は、「パックス・アメリカー
ナ」のもとで、コスト負担をあまりせず、国際システムからの恩恵を享受して
きた。一九八〇年代以降、日本は最大の受益者であったにもかかわらず、応分の負担をしていない、と米国から
バー
ドン・シェアリングを求められ出した。
国際社会は、国益や文化を異にする諸国家から構成される。公共財として成立しても、必ずしもプラスとならな
いケー
スもある。米国のドルが基軸通貨であり、自国の赤字補填に利用すると、それは「私的財」の性質を前面に
押し出す。米国は、自らの世界的リー
ダー
シップの保持に必要な「公共財」を担当する中心に位置しながら、様々
なコストを同盟国である欧州諸国や日本などに担わせようとする。この場合の「公共財」は、西側盟主の立場から
軍事的な安全保障への貢献であり、経済的な枠組みと、国際基軸通貨のドル体制維持である。米国の負担の一部を
日本に肩代わりさせる要求は、バー
ドン・シェアリングの名の「パックス・コンソルティス」の一部もなしている。
さらに、この延長線にあるのは、「パックス・アメリカー
ナⅡ」である。米国は他の財を犠牲にても、リー
ダー
シッ
プ維持に不可欠な「核抑止による安定」という公共財を日本（それに西側同盟国）に供給し続ける。米国による対
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共産圏への抑止は、必ず経済と絡められる。そして、ドルに代わる通貨がない以上、同盟国は、経済的に（それに
国際政治的にも）米国のリー
ダー
シップに依存することになってしまう［坂井、一九九一：二四三－
二五三］。
米国が、自国のマクロ政策運営や経済構造を基本的に保持したまま、対外的不均衡の是正の責任を経済政策での
協調や調整を使って主導してきた。その協調は対米協調と調整のために日本に強いてきた［坂井、一九九一：二五五］。
為替政策や金利政策の国際協調は、日本の経済と国民生活に影響する。一九八五年九月の「プラザ合意」以降、
日本は、安全保障や経済の関係についても対外協調を優先し、「ルー
ブル合意」を機に公共事業費の増額や減税に
着手せざるをえなくなった。その後一〇年間、日本は、米国に内需拡大の約束をした。一九九〇年代の構造協議で
は、日本は、経済構造の調整にまでも具体的な言質を与えた（本論第七章五を参照）。日本は、積極的に米国の採
用する政策と整合性を補完、強化策を必要とした［坂井、一九九〇：二五五－
二五八］。
「パックス・アメリカー
ナ」の不安定化は、日本（や欧州の同盟国）が補完する国際秩序の維持のため、バー
ド
ン・シェアリングを分担しなければ維持できなくなる。マクロ政策決定の国際協調は、国際関係を改善する面もあ
るが、逆効果もある。国際的相互依存の協調は、不適正な経済パフォー
マンスの責任を外国政府に転嫁できること
を意味する［渡辺、一九九九：二五九－
二六一］。
もちろん、バー
ドン・シェアリングは、日本の政策形成者にある程度受け入れられるが、一方的に義務づけられ
たわけではない。それには、二つの事情がある、と考えられる。第一に、日本が米国との軍事同盟関係にあったと
はいえ、日本の、実質的な軍事力強化は、近隣諸国との地域的な軍拡競争を引き起こすことになる。第二に、日本
の防衛費増は日本国民の平和感情と反戦・非戦意識を著しく害することになる。だから、日本の政策決定者は、い
ずれもが政治的コスト高になることを確信していた。それらの視点から、米国からのバー
ドン・シェアリング要請
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は米国を満足させ、隣国と日本国民を刺激させない程度を押し測りながら実行された
Berger,2000:275-276
［
］。そう
考えれば、当時の日本の政策決定者は、単純に米国政府の要求に追随したとは言えないかもしれない。
最終章
むすびにかえて
一
経済安全保障からの視座
経済と軍事の安全保障の関係では、伝統的に、前者が後者に従うのが通常であると理解されてきた。安全保障は
国際政治の方針・実践に関係する事情を反映する。もちろん、政治上、軍事上の安全保障を成功させるためには、
経済的充実が不可欠である。しかし現実には、政治、外交、軍事と経済の間で相互に影響しあうので、便宜上、
別々
に考察できたとしても、現実の政策決定者は、それぞれを分けて、「これはこれ、あれはあれ」と別々
と一応
考慮するとはいえ、一方を無視しては考えないであろう。それぞれの分離は、どのような場合でもありえない
Sheehan,
［
2005:65;Brooks,Wohlforth,2008:68
］。
国家の経済安全保障に関する行動は、三つの要因から引き出せる
Brawley,2004:97-98
［
］。
第一は意図（intention
）である。意図は、広い意味で、様々
な分野を配慮しながら、実際の政策形成に大きく影
響する。例えば、日米関係において、米国は日本との同盟関係を破綻させてまで自国利害の立場のみを主張しない
が、経済関係においても、自国の意図は自国の経済状態に見合った形で要求をする。
第二は戦略（strategy
）である。経済戦略は国内成長率を高める傾向がある。貿易と投資の政策は経済成長に貢
献する。通常、国家は、最先端技術を発展させ、国際競争力を強化し、その効果を相対的に強い経済力で享受し続
けることを可能にする。その点でも、経済戦略としての通貨政策の運営はきわめて重要である。あるいは極端な例
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では、戦争を実行する際には、その戦費・資金をどうするかを、まず考えておかなければならない。それは戦略遂
行上の経済計画である。
一九八〇年代初頭の時点では、レー
ガン政権のもと、米国経済の問題点と長期・短期の対処手段は考察された。
それに対して、日本は、受け身姿勢のまま、変化する状況に相当する戦略を構築できなかった。
第三は時間（time
）である。時間という変数を入れることで、経済資源のマネー
ジメントに決定的要素が導入で
きる。私たちは、ある時点での軍事力だけを考えると、国際システム内の相互作用に影響する関係や物理的な配置
を長期の立場から評価できそうもない。その考え方から、経済安全保障について考えれば、ある時点だけの経過と
いう変数だけを考慮に加えると、ある程度の時間の幅という視点からの説明は不完全となる。適切な時間の枠組み
がうまく特定されないなら、過去において行動の予想から将来の予測まで、提供される政策の評価としてはあまり
有益でないかもしれない。また、政策形成者が時間的な効果を確認しながら、パワー
を最大化するにちがいない時
機・機会を意識しないなら、パワー
の使用は効果的でなくなることになる。
日本は、防衛上、日米安全保障体制を配慮した形で、日本の経済的利益を生み出す米国市場との貿易や投資を考
慮しなければならない立場にある。特に、一九八〇年代にはレー
ガン政権の開始は新冷戦と重なる。米国は、ソ連
と対峙しつつ、国内外の経済的な悪化に取り組まなければならない。その際、米国は日本の協力を求める。日本も
それに応じる必要がある。
一九八三年一〇月の日米首脳会議では、中曽根は、レー
ガンと「西側の一員」としての立場を打ち出すことで、
西側先進国の中で自国の意図を主張したかった［中西、二〇〇二、三一九］。
大蔵省は、その時点では、様々
な利害が絡む金融業界との利害調整をしながらでしか金融自由化は行えない、と
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考えていた。米国はすでに進行する欧米諸国でのグロー
バル化にそくした規制緩和、そのうち一部の廃止を求めた。
グロー
バル化の基盤をおいた米国の日本に対する金融市場改革要求は、それを担当する大蔵省が米国に具体的に
譲歩しながら「翻案」していた。様々
な規制と保護の絡みついた業界と官庁とのネットワー
ク、拡大する「非製造
業（例、サー
ビス、IT業界）の政治」は、一党優位を確立した自民党体制の中で、大蔵省による裁量的な規制緩
和にそくした「国際化」路線へと戦略を転換されてゆく。
同様の過程がより大きなスケー
ルで繰り返されるのが、一九八五年から一九八七年の、国際的な「政策協調」の
時期である［中西、二〇〇二：三二〇－
三二二］。ベー
カー
とダー
マンは、「ビジネス界、議会、それに貿易相手国から
日増しに強まるドル高是正の圧力に、政治的に応えていく必要がある」、と主張した［船橋、一九九二：一〇九］。市
場重視派であるボルカー
FRB議長も、為替安定のために、是正の考え方を支持した［ボルカー
、行天、一九九二：三
三九］。
ベー
カー
とダー
マンの企図は、単なる為替是正のための介入でなく、それを支えるマクロ政策で政策協調にあっ
た。大蔵省は、後者、とりわけ公共事業への財政出動をできるだけ回避し、ドル高修正という為替の調整に焦点を
移したかった。つまり、米国は内需拡大を求め、日本は財政改革、財政出動への関与を避けたかった。
中曽根は、単に日米摩擦への対処だけでなく、「国際国家」としての日本の地位向上を戦略として追求した。西
側の対ソ結束のための防衛姿勢（いわゆるGNP一％枠問題）、円の国際化の問題を扱い、世界のマネー
ジメント
の一翼たる必要を訴えた。その主張は、中曽根が主張した「戦後体制からの脱却」の姿勢であったかもしれない。
同政権は、「相互依存」による「国際化」の現状を踏まえ、「国際協調」の役割を果たすことを企図した［中西、二〇
〇二：三二五］。結果として、中曽根内閣は、金利利下げと民間活力を利用した内需拡大を選択し
。
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一九八七年一〇月の「ブラックマンデー
」直後に、米国が西ドイツに協調利下げを求めた後、一九八八年以降、
為替安定のための政策協調政策に対する関心は、欧米では急速に低下した。他方、日本では為替安定に代わって、
低金利政策を中心とする内需主導型成長が、国際協調のためとして、拡大・継続したのである。
しかし、その対応は、一方で日本からの投資を拡大・促進を加速させるとともに、他方で好況によって自由化と
いう外圧を弱め、かえって構造改革を遅らせた。国内の従来の秩序を基本的に維持したまま、「国際化」しようと
する日本は、次第に他国から奇異な（時に脅威の）目で見られ、「日本異質論」、「封じ込め論者」などが構造改革
を要求されるようになった［中西、二〇〇二：三二〇］。
一九七〇年代初頭に生じた国際経済危機（変動相場制への移行と石油危機）は、戦後体制にショックを与えただ
けでなく、戦後体制を大きく変革するに至るグロー
バル化の前兆となる。戦後体制を変革する方向は、一九七〇年
代から始まったグロー
バル化、政府規制による撤廃、グロー
バルな市場を前提としたガバナンスを考えるざるをえ
なかった。
ところが、戦後体制を維持する意図とそのための戦略は、ブレトン・ウッズ体制の米国単独のパックス・アメリ
カー
ナから、共同管理するパックス・アメリカー
ナへの移行、各国の国内経済に「協調」したマクロ経済政策には
容易に向かなかった。
日本は、一九七〇年代の中期以降、戦後体制の再建・維持・修正に固執した。日本側は、円高に柔軟に適応し、
輸出中心の「製造業の政治」を維持しつつ、「非製造業の政治」を、自民党の一党優位体制に組み込んでいく。
レー
ガン政権は基本的に戦後体制の変革を志向し、グロー
バル化を、もう少し正確に述べれば、米国中心となる
グロー
バル化を促進することで、新しい世界政治経済秩序の構築を目指した［中西、二〇〇二：三四一－
三四二］。欧
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州諸国は、戦後体制の維持と変革を組み合わせた。
日本や欧米諸国との経済格差が縮小するにつれ、米国から構
造改革を突きつけられた。日本政府は、規制権限を保持し、規制緩和・国際化を受け入れようとした。それは「日
米円・ドル委員会」にまず示されていた。
ここで時間という概念から、時代背景の枠組みが判断できる。規制緩和や国際化と、規制による保護が並存する
中、次第にバブル経済が産み出される構造が成立した。一九八五年の「プラザ合意」から始まるマクロ政策協調は、
この契機を増幅させることになった。
ベー
カー
は、米国の内外政策のために為替安定策を主導した。日本は、国際的な発言権の拡大を図れる点では、
ベー
カー
の意図と戦略に協力した。その結果、中曽根内閣は、低金利政策と公共事業支出の拡大による「内需主導
型成長」路線をとらざるをえなくなり、後日の判断からすれば、時間の経過とともに、バブル経済と過剰投資を後
押しすることになった。
「プラザ合意」の参加国が、一九八八年以降、政策協調を軽視するようになっても、日本政府は内需拡大による
貿易黒字の縮小路線に執着し、景気拡大策を継続した。しかし、こうした政策は一九八〇年代末には限界に達して
いた［中西、二〇〇二：三四三］。
日本政府による「国際化」路線は、規制を維持しつつ、かつ自由化、国際化を進めようとしても、グロー
バル化
の潮流は日本の「漸進主義」を許容しなかった。本論の事例で述べれば、「プラザ合意」前の円安は、国際的な協
調にもとづけば、円高という国際化にならざるをえなかったことをすでに予測されていたのである。
「国際化」による協調は、一九八〇年代に日本の存在が、国際政治上、経済大国において、急拡張し、かえって
他国との異質性と特異性が目立ち警戒心をもたれるようになった。
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意図、戦略、時間の観点から論じるなら、一九八〇年代のマクロ「政策協調」とグロー
バル化の進展は、ミクロ
な構造改革を焦点に据えた日米構造協議が提起される帰結を迎えざるをえなくなる。その背景として、表６のＳＤ
Ｉ関係を前提とする必要がある。
二
現代国家の重商主義化
金融経済は、国際金融システムと各通貨のその時点での優劣による国際的な文脈内に存在する。国際金融システ
ムは国内経済政策の範囲（scope
）を限定したり、国内経済政策を拡大したり、国家間の経済力の差を示す指標とな
る。それゆえ、金融経済は、国際関係を考慮しなければ、国内経済政策を分析できない
Herr,1997:124
［
］。
重商主義（mercantilism
）は、元々
、国家の軍事目的や王侯・貴族の寡頭体制を維持するため、貿易拡大を狙っ
た経済システムである。その形態は、現代版では、「国家資本主義」、あるいは「管理貿易論」、と類似する。それ
は、単なる経済的な実体だけではなく、国益を擁護する政治的、軍事的なシステムでもある。その形態は、一見、
現在のグロー
バル化の流れに反しているように見なされてしまう。ところが、グロー
バル化は、多国籍企業や投資
家などの国民の一部をいかに優遇するかに焦点化をあてれば、かえって、現代国家は重商主義的な性格を帯びるこ
と［柴山、二〇一二：九二、一〇〇］が、指摘される。この傾向は、米国では、一九八〇年代のレー
ガン政権時代に始
まっ
。
重商主義者の世界観は、グロー
バル化時代にあったとしても、国家間の金融と通商での国家の「安全保障と制御」
を重視する。金融事情では、黒字は最優先する事項である。富は金に転換できるが、反対に赤字は国家の衰退と捉
えられる。だから、国家は黒字を追求する。「ゼロ・サム世界」内で勝者と敗者が存在しなければならなかった。
（16）た
103――日米為替レジームから日米構造協議までの政治経済過程の研究
重商主義、経済支配、それに国際金融システムの不安定は
相互関連する。重商主義は、継続的な通貨会計上の黒字（ま
たは赤字）に帰着する経済政策と定義できる。通貨会計上の
黒字は、関税や無関税の障壁、または世界経済の成長に比べ
国内成長の、為替レー
トの競合の結果である。
重商主義のあり方を考える場合、二つのタイプに分類され
る。ひ
と
つ
は「安
定
志
向
の
重
商
主
義（stability-oriented
mercantilism
）」、もうひとつは「平価切下げ志向の重商主義
（devaluation-orientedmercantilism
）である。前者は、「経
常会計上の黒字は、安定した為替レー
トか通貨価値と結びつ
く」場合である。後者は、「通貨会計上の黒字は、平価切下
げと結びつく」場合である。
安定志向の重商主義の市場配置は、インフレなき賃金増と
安定した国内物価（price
）に依存する。高成長は安定した労
働コストを下支えとする。この配置は重商主義国家の外貨の
蓄積をもたらす。結果として、安定志向は、相対的に低い金
利（interestrate
）によって特徴づけられる。それに対して、
経常収支上、赤字や弱い通貨をもつ国には、赤字を処理する
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平価切下げ志向の重商主義安定志向の重商主義
通貨会計上の黒字は、平価切下げと
結びつく
経常会計上の黒字は、安定した為替レートか通
貨価値と結びつく
定義
・高い貿易障壁
・資本移動への制限
貿易障壁のあり方
↙ ↘
措置
・高い貿易障壁
・資本移動への制限
・低レベルの貿易障壁
・自由な資本移動
・適度なインフレのもとでの高（輸
出志向）成長
・高（輸出志向）成長
・高価値の通貨蓄積
・外貨蓄積
・国際通貨の可能性
・低成長
効果
1985年以降の米国
戦後から1980年代半ばまでの日本
1970年代までの日本
1980年代以降の中国
1980年代以降の日本事例
表７：２タイプの重商主義と特徴
出典、Herr,1997:136を一部修正・追加
（注）個々の特徴と実際の事例とはすべて一致するとはかぎらない。
資本を輸入するため、高金利政策を強いられる
Herr,1997:135-136
［
］。
一九八〇年代、米国は、債務国であるという事実にかかわらず、自らの通貨により債務に陥ることになる。仮に
重商主義国が低い貿易障壁と自由な資本移動を採用するなら、その通貨は国際的な通貨に発展する。
安定志向の重商主義は、貿易障壁と為替コントロー
ルに結びつく。貿易障壁は、過小評価された為替レー
トをも
たらし、かえって世界的な保護主義への動きを高めることになる。しかし、為替をコントロー
ルすることは、自国
通貨への圧力を緩和できる。重商主義は、高価値の通貨を望むが、そのもとでの貿易と資本移動の規制は、国際的
な通貨への段階に至っていない、とみなせる。他方、対外的規制は国内成長の条件を保護する傾向となる。
当時の日本は、安定志向の重商主義国である。日本は、非関税障壁の措置によって、輸入を「制限」できた。そ
の後次第に自由な資本輸入を承認し、そのことで、日本は、経常収支上の黒字化し、一九八〇年代半ばから、国際
的な通貨の立場を獲得した。また、そのことは、相対的に、高い成長率に結びつく理由も説明できた
Herr,1997:
［
139
］。他方、平価切下げは、通貨会計上の黒字の保存か、創造かを目指す。それゆえ、ある国の通貨の蓄積を高めるこ
とを目指さない。これは、国内生産者の競争力を改善し、通貨の評判を高めることに繋がるかもしれない。平価切
下げは、ある意味で、安定志向の重商主義を目指させることになる。もっとも、平価切下げ志向は、特定の国内条
件を必要とする。つまり、例えば賃金が厳格にコントロー
ルされ、通貨低下から生じる実質所得での減少、通貨の
安定による信頼が維持されることが必要である。したがって、平価切下げは、インフレ問題を抱える国には適用で
きそうにない
Herr,1997:141
［
］。
二つのタイプを考えると、一九八〇年代の日本は安定志向の重商主義国家を示すが、米国は安定志向の重商主義
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から、レー
ガン政権時代には「プラザ合意」を介して、平価切下げの重商主義に移行した。平価切下げは、政府や
中央銀行が他国通貨に対して意図的に、または事実上、自国通貨の価値を引下げることである。その目的は、財政
赤字の縮小などにある。レー
ガン政権は、大幅な輸入超過で経常収支の赤字が莫大となり、政策協調として円高・
ドル安路線を通じて、平価切下げを事実上の手法として選択した。
三
国際政治経済過程からみた日本の国家モデル
世界の政治経済には、貿易関係や国際通貨の安定という共通の「国際公共財」を提供する覇権国とその指導に従
う秩序が必要である、という考えがある。覇権国は、国際公共財を提供するコストの多くを負担するとともに、参
加国にも応分の負担を求め、フリー
ライダー
を防止する。
一九七〇年代から、国際通貨体制の動揺、為替変動、対外経済関係の不均衡などの経済変動は、米国の覇権衰退
の帰結である、とみなすことができる。米国は、日本をジュニア・パー
トナー
に組み込むことで、自己の覇権の衰
退を少しでも食い留めようとした。日本は、米国への協力の継続が長期的には自らの利益に合致する
Gilpin,1987:
［
331-334
］。これは覇権論的な視点である。
覇権論には異論がある。世界経済は市場メカニズムを基礎に形成されるので、国際通貨問題については市場の力
にもとづく。日米間の関係を覇権論で考えるか否かは、「構造的権力」論と「関係的権力」論の相違から説明でき
る。「構造的権力」論は、米国政府が一方的に他国の政府に金融政策に影響を及ぼす権力を構造化していることを
意味する。「関係的権力」論は、具体的に述べれば、米国と日本との権力関係での相互の影響力を重視している。米
国が権力を日本に一方的に行使する場合ばかりではなく、そしてその行使に日本が常に無条件に受容するとはかぎ
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らない。米国も日本の立場を配慮しなければならない。この関係
は逆転する場合もある。ここには影響力の相互作用を考えなけれ
ばならない。その時々
の米国と日本のある状況の関係によって規
定されるので、常に米国から日本への権力の行使があるわけでは
ない［ストレンジ、一九八八：九三］。
金融のグロー
バル化は、国家（政治）と市場（経済）の均衡を
崩し、民間企業や個人は自由に富を海外に移転できるようになる
から、国家の力を弱める効果をもつ。日本は安全保障面と経済面
で自立しにくい立場にある、とみなされる。日本は、輸出を米国
市場に依存し、安全保障を米国の「核の傘」の下にある。日本は
米国に対抗して独自路線の選択はありえたが、自由主義市場経済
からの恩恵を受ける以上、ある程度負担を担い、国際協調路線に
あって、自己のあるべき場を探さなければならない。その際、日
本は、米国のパワー
に対応して、負担を合理的な範囲に抑制しつ
つ協調を維持する必要がある
cf.Calder,1988a:ch.11
［
］。
これは「反応国家（reactivestate
）」論からの説明である。そ
の根拠は、日本が経済力をもちながら、米国の圧力に受動的に反
応する経済外交と安保政策を続けてきたことに由来する。日本は、
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適応的国家モデル戦略的国家モデル反応的国家モデル
多元主義エリート主義的な「日
本株式会社」
パターン化された多元
主義
政治システム
断片的：漸進主義不透明だが効率的断片的、停滞しがち：
外圧に依存
政策形成
抑制された自由主義テクノナショナリズム
か防衛的なナショナリ
ズム
狭い国益：反軍国主義国益概念
不完全な自由主義戦略的貿易：「雁行型」
の攻撃的な重商主義
保護主義的な重商主義貿易と対外経済政策
変化する制約のもとで
の国際貢献
「フリーライダー」：軍
事力の内密の構築
制限的な国家能力：同
盟中心
防衛と安全保障
表８：三つの対外日本モデルの比較
出典、Berger,2007:268
安全保障や資源での脆弱性、米国との同盟に防衛を依存するために、国家能力の自己抑制、保護主義的な重商主義、
米国市場への依存などのほか、既得権益を死守する国内諸集団の利害を国際環境の変化に応じて調整（つまり反応）
する。そこには政治的指導力の欠如などが原因となる場合がある
Calder,1988b:517-541
［
］。これは、「構造的権力」
論の立場からの説明である。
国家のあり方を考える場合（表８参照）、三つのモデルのうちひとつが、日本にはいずれかに該当する
Berger,
［
2007:267-268
］。「反応国家」モデルは、日本の政治システムが断片化し、停滞気味であり、大企業・官僚連合による
限定的な国益を追求する保護主義的な重商主義を基調とする。「戦略的国家（strategicstate
）」モデルは、政治シス
テムをエリー
ト主義的、政策形成では不透明だが効率的で、攻撃的な重商主義による「雁行型」パター
ンを採用し、
軍事的には「フリー
ライダー
」である。これらは、従来までの日本のモデルであった（「日本株式会社（JapanInc.）」、
と考えられる。これは、戦後から一九七〇年代までの日本経済システムであった。
それらの国家モデルに対して、「適用国家（adaptivestate
）」モデルは、断片的だが、漸進主義的であり、政策形
成では流動性（言い換えれば柔軟性）が存在するので、徐々
の改革を制度化できる。貿易と対外経済については、
不完全だが、抑制された自由主義的特徴を示しており、安全保障については、制約内で国際状況に貢献する。これ
が一九八〇年代半ば以降からの日本のモデルを示すのではないか、という仮定で考えてよいかもしれない。いわば、
「関係的権力」論に近い説明である。
「覇権的権力」論と「関係的権力」論から、一九八〇年代以降の日本の国家モデルを考えれば、「反応国家」や
「戦略的国家」から「適応国家」に移行しつつある状態にあった、と述べられるかもしれない。日本の対外政策は、
一方で世界市場と世界貿易システムという両圧力をコントロー
ルしながら、他方で管理貿易と国家主導の経済成長
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のための日本独自の、重商主義的な選好を求めてきた
Berger,2007:262-282
［
］。
「プラザ合意」以降の国際協調行動がバブルとその崩壊、その後の長期の停滞をもたらした原因は、この構造的
弱点を解消しないまま、グロー
バル化の圧力への場当たり的で受動的な国際化で対応してきたためである、と考え
ることができる。ただ、このような指摘は、一面的であるとみなされる。さきに日米間のSDI関係で考えたよう
に（本論第八章二参照）、日本と米国の関係には「関係的権力」が存在していることも指摘されなければならない。
相互関係ではお互いに依存が必要になる。米国は、自己の覇権が独自に実行できると理解しながらも、日本の経済
力などによる相互作用を不可欠な要素とみなさなければならない。日本は、「反応的国家」モデルを想定されがち
だが、一九七〇年代から一九八〇年代の時間の経過とともに、「適応的国家」モデルに移行した面も考慮すべきで
ある。レジー
ム論者は、米国の衰退が「プラザ合意」、「ルー
ブル合意」を目指させた根拠とはならない、と主張するだ
ろう。利害関係を共有する諸国は、国際経済レジー
ムを進展させざるをえない［コウヘン、一九九八：二五三－
二五
五］。「プラザ合意」から「ルー
ブル合意」に至る過程も、国際金融秩序の動揺を、政策協調によって食い止めよう
とする努力の跡があり、国際協調は、「交渉や政策調整に関する過程」であり、その実現には参加国が対等な立場
で形成されるのか、米国が覇権国であった時代の遺産なのか、それとも、米国が新たな秩序形成能力を獲得し始め
たのかどうかを精査しなければならない［加野、二〇〇六：二二四］。
日本への市場開放を要求する「戦略的貿易」論は、レー
ガン政権からクリントン政権の結果志向重視の通商政策
の根拠になった。それにもとづき、米国は次々
と要求し、日本は受け身で対応した。内需拡大、積極財政、規制改
革、市場開放などが進まないと、「円高カー
ド」を使い日本を追い詰めた。日本は、国際調整を避けるために、あ
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る程度、円高を受け入れて、米国を「慰撫」しながら、自らの意図を実行する［加野、二〇〇六：三〇五］。この見解
は、一見すると、「構造的権力」、あるいは「覇権的権力」のようであるが、日本からの対処が日米を中心とするレ
ジー
ムを維持しようとする「関係的権力」とみなすことも可能である。もっとも、こういった関係が永遠に続くと
は考えられない。国際政治経済や、それに技術革新などの様々
な事態の変動が生じるからである。
第二次世界大戦後、国家による経済政策のコントロー
ルは、ブレトン・ウッズ体制にもとづいていた。それは、
資本主義国家群の中で、米国の経済的覇権を承認すること、そして国境内で財政と金融の政策を各国家が認めあう
ことに依存していた。しかし、一九八〇年代以降、先進資本主義国は、直面する経済問題が根本的な変動のセット
に根ざすことを理解するようになった。特に、生産商品と金融の市場の国策化、第二次産業生産の低下と第三次産
業のサー
ビス部門の上昇、「柔軟性ある専門化（flexiblespecialization
）」の半熟練化生産ライン、フォー
ディズム
からの離反、そして差別化された生産（differentiatedproduction
）などである。これらの劇的な変動効果は、先進
資本主義国家にとって、ブレトン・ウッズ体制の終了と一九七〇年代の二回の石油危機によってさらに強められた。
一九八〇年代前半までに、経済政策の基礎をなすものがほとんど変質してしまった。一国内での金融と財政のマ
クロ政策の手段は、国際経済システムによって拘束され、自立的な方策をとれなくなる。生産資源を機能させる公
定歩合の削減や政府支出増は、かえって逆効果となり、資本の流出を刺激することになった。政府は通貨を固定的
に安定させようとはするが、一国の施策は国際的圧力に直面して、そのような行為は法外な費用を要することに
なったのである
Kitschelt,Lnange,Mards,andSteph
［
ens,1999:3,5
］。
一九九〇年代以降、米国経済の復活は、伝統的な製造業から金融・ＩＴなどの知識集約型のニュー
・エコノミー
が牽引役となった結果である。これは『ヤング・レポー
ト』の実践結果であり、それに対して、『モー
ガン・レポー
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ト』にもとづくレー
ガン政権による実行した結果が短期的な「プラザ合意」による成果（？）となった。米国の二
本立ての、グロー
バル化した戦略が、一九九〇年代以降の日米間で見られたと言えるかもしれなかった。そして、
日本は、バブル経済の後遺症で苦闘することによって、長く停滞する「失われた時代」を迎えるのであった［加野、
二〇〇六：三〇六］。
多くのレジー
ムでは、フォー
マルな法的権威は、特に標準的と仮定する背景において、国家と超国家の統治組織
間で共有される。国家は、超国家的なレジー
ムが創り出す規制が登場し発展する「影響力の網状組織（webof
influence
）」内でのキー
プレイヤー
である。しかし、その特徴は、レジー
ムが採用した方法性を決定するので、個々
の国家の能力には依存しなくなるようになる。むしろ、各国政府には、ほぼコントロー
ルできない力（force
）に依
拠しなければならない戦略の範囲は制限されてくる
Scot,2003:644
［
］。
「絶対利得（absolutegain
）」という用語は、米国が基軸通貨国として堅持する政治経済原理である。米国は、基
軸通貨のメリットを享受しつつ、世界の繁栄を追求する。そこには国際通貨制度上の共存を理念とする。だが、そ
れは米国経済の悪化では実現できそうにない。これは、「プラザ合意」後、現在に至るまで米国経済の衰退ごとに
繰り返されてきた。実際には、米国は、劣悪さのより軽い方向の「悲観的利得（negativegain
）」を目指しつづけ
てきた。「ドルは自国通貨だが、ドル安問題はあなたたちの問題だ」、とコナリー
財務長官（当時）は、ニクソン・
ショック後、欧州諸国や日本に向けて言い放ったことがある［及川、二〇一〇年：一三〇－
一三一］。この歴史的名文
句は、現在でも。ある意味では、「真実」である。ということは、現在における「円高・ドル安」や不均衡是正な
どの解決には、各国政府は、政治経済的枠組み作りに真剣に議論を仕切り直さなければならない。
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＊筆者は、かつて「プラザ合意」に関する政治経済過程を論評したことがある［古田、
二〇一四］。その論文はあくまでも一九八
〇年代半ばの日米通貨交渉を取り扱っただけである。その前後の日米関係を取り巻く環境の事情を踏まえたうえで、本論にお
いて、当時の日米の為替レー
トの政治交渉が現在までの日米政治経済レジー
ムの発展に影響してきたことを再考察したい。
注（1）
ニュー
ライトについては、古田、二〇一五：五八－
六七を参照。
（2）
一九八三年、リー
ガン財務長官は、東京での講演において、次のように話した。『円がドルに対して弱いのは、おそらく
円が国際通貨ではないからだ、とわれわれは考えている。円の需要がもっとあれば、円はドルに対してもっと強くなって
いる。われわれはドル安を望んでいるというのではない。ドルの水準まで円を引き上げたい。もし、もっと円の需要があ
れば、それは達成できると思う』、と述べた。この時点では、円安を円高に引き上げることで、ドル安を求めていなかっ
た。もっとも、円・ドル間のレー
トの均衡回復は、主要国の通貨政策決定者が協調し、そして米国政府が積極的に為替市
場に介入することであった。為替介入はレー
トの変動の幅や速度を効果的に変更できると期待された［フランケル、バー
グステン、一九八五：一五一］。
（3）
ベー
カー
は辛辣な政治的手腕で知られる弁護士であった。第二次レー
ガン政権の財務長官として財務省幹部を一新した。
彼の政策転換の障害となる、前任のマネタリストとサプライサイダー
に替えて、ダー
マンを実践部隊の長に据えて、チー
ムを組み替えた。このチー
ムは、議会の保護主義的な動きを牽制しつつ、国際通貨外交で活動することとなった［加野、
二〇〇六：一六五、一六八］。
（4）
円・ドル交渉は大蔵省に与えた影響は大きかった。大蔵省は、ゆっくりと金融自由化を進める意図があっても、米国の
外圧に譲歩せざるをえなかった。中曽根の「日米関係重視」と「官僚主導政治の打破」を目指す姿勢は、ある意味で、米
国を助力した、という見方もできる［中西、二〇〇二：三一七－
三二二；
田所、一九八八：二二二－
二五五］。
（5）
一九八六年九月二六日、安倍外相は、シュルツ国務長官との外相会談において、①日本の対米黒字削減、そして②米国
内の保護主義の抑制で合意した。これは日米の外交ルー
トでも貿易不均衡に努力する姿勢が見られた。
（6）
J・Ａ・アミックスは、日本の議員は為替レー
トや国際金融危機管理に関心が低く、そのためか大蔵省（現財務省）に
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相当程度、政策権限を任せている［Amyx,2004:100
］、と説明する。しかし、「プラザ合意」をめぐる政治交渉に関して
は、一部の有力政治家の政治決断が大きな影響を果たした。
（7）
中曽根は、行革、民営化など一九八〇年代を彩るネオリベラル路線を突き進んだが、彼自身はネオリベラリストである
とは言えるかどうか疑問である。中曽根は、その変節する言説の背後に、確固たる思想的な核をもっていたとしても、そ
れよりも、時代の潮流にうまく順応する政治家であって、その政治姿勢は時期によって変化する［大嶽、一九九四：二五
七、二五九、二六三］。
（8）「プラザ合意」は、別の観点からすると、日本のアジア経済のダイナミズムでの指導権を保障することにもなった。つま
り、日本の製造業は円高のため低賃金（lowwage
）を求めてアジア諸国に生産拠点を移すようになった［Pyle,2007:258-
259;Kohno,2007:35;
凃、一九八八：四二］。また、日本企業は、「プラザ合意」後、当時日本版グロー
バル化の一部を次々
と実行した。そのうち、不動産投資は電機・自動車の利益よりも多くを獲得した。それに「ルー
ブル協定」後、アジア新
興産業国（NIEs
）の通貨価値も上昇した［Hook,Gilson,Hughes,Dobson,2012:117,217
］。
（9）
近藤健彦（元大蔵省副財務官）は、プラザ戦略を次のように総括する［近藤、一九九九：一五九－
一六〇］。①米国国務
省の周到な準備があり、日本はそれを支持、②意外性の効果を発揮し、協調介入は短期的に成果を果たしたが、過度のド
ル下落は有効な協調策を形成できず、③政策当局者は状況に対処する必要があり、④グロー
バル化に対応するために政策
協調のニー
ズは失われず、⑤国際通貨体制の再構築を方向づけられず、⑥アジア経済を発展する長期効果をもたらし、⑦
バブル経済の元凶となり、日本経済の空洞化を招いた。
（10）
もちろん、日銀が資産インフレ段階で演じた役割については論争がある。
（11）
現在でも、このような発言が米国内で繰り返されるのは、現在の中国の人民元の為替レー
トが安すぎることを念頭にお
いているからである。
（12）
一九九〇年六月、日米構造協議は最終報告を提出した。①公共投資を一〇年間で四三〇兆円支出、②低・未使用土地の
有効利用、③大型店舗法の改正着手、④違法カルテルの監視と罰則強化、⑤系列取引に対するガイドライン策定、⑥内外
価格差是正とフォロー
アップ、⑦フォロー
アップ会合、⑧米国はスー
パー
三〇一条を発動せず。この報告は、のちの日米
パー
トナー
シップに基づく米国政府の年次改革要望書に結びつく。
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（13）
クリントン政権は一九九三年から大胆な改善策を実行しなければならなかった。四年間で一四〇〇億ドルの財政赤字を
削減する緊縮財政を実施しなければならない。また、経済活性化のため、一九九三年一一月に北米自由貿易協定（NAF
TA）を批准した。同政権は米国経済再建（＝雇用促進）のための大幅な改革を実行した。
（14）「プラザ合意」から「ルー
ブル合意」にかけて直接的には金融交渉には影響しなかったが、米国世論が対日批判になる事
件が起きた。それは、東芝機械ココム違反事件であった。一九八二年二月から、東芝機械が、ココム違反の品目である工
作機四台をソ連に輸出したことに始まる。ソ連は、ノルウェー
の企業のコンピュー
タを組み合わせ、潜水艦のスクリュー
音を低下させるのに成功した。ココム違反事件が発覚し、全米から東芝への制裁の声が上がった。J・ガー
ン上院議員
（共和党）は、議会に東芝制裁条項を提案した。彼は、銀行・金融分野のボス的保守派議員であった。
一九八六年四月三〇日、軍事委員会メンバー
のD・ハンター
下院議員（共和党）が東芝製品の輸入禁止などを盛り込ん
だ制裁法案を上程した。同年五月一五日に上院側では、ガー
ンの所属する銀行委員会は、ココム違反会社に対して、米国
政府調達市場から排除する制裁法案を可決させた。Ch・ウィルソン下院議員（民主党）が東芝製品の五年間輸入禁止と
する法案を議会に上程した［小尾、一九九一：一九九－
二〇〇］。
（15）
前川レポー
ト（『経済構造調整研究会の報告書』）は、①市場原理を基調とした施策としての規制緩和、②グロー
バルな
視点に立った施策として、日本の経済構造の是正、各国との政策協調、③中長期的な努力の継続、を骨子とした。短期的
な内需拡大による経常黒字の縮小と、長期的な構造改革の必要とが併存する。米国をはじめとする先進国は、日本の内需
主導型成長を求めたが、それは構造改革を前提とした［中西、二〇〇二：三二七、三二九］。
（16）
米国の対外経済政策は、「ワシントン・コンセンサス（WashingtonConsensus
）」の形で作用する［Pieterse,2003:67-94
］。
ワシントン・コンセンサスは一九八〇年代に形成された。それは米国の伝統的な例外主義（AmericanExceptionalism
）
と結びついている。例外主義は、自由市場と民主主義を並存させる。ワシントン・コンセンサスの信条（tenet
）は、マネ
タリズム、政府支出と規制の削減、民営化、貿易と金融市場の自由化、それに輸出志向の成長の増進であった、とみなせ
る。ワシントン・コンセンサスは、国内政策から国際的なプログラムに新たに求められた。
その足跡（footprint
）はまた、国際金融制度の政策でも示される。つまり、冷戦終了がIMFや米国の膨張する政治化
（politicization
）と結びつけられてきた。米国政府は、「友に報い、敵を罰する（論功行賞）」ことを繰り返してきた。
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ワシントン・コンセンサスはIMFの安定化の貸付（stabilizationlending
）や世界銀行の構造調整プログラム（structural
adjustmentprogram
）
を通じて実行されてきた。「IMFと世界銀行は、米国財務省の成果として、ブレトン・ウッズで
合意された。米国財務省は国際的な威信をもつとして、他国を指導、指図できた。
ワシントン・コンセンサスは、ウォー
ルストリー
ト‐財務省－
IMFによる複合体（complex
）の視点と利益を代表す
る英米流の資本主義を具現化する。だから、ワシントン・コンセンサスは、金融不安定とその危機管理（financialinstability
andcrisismanagement
）への対処に当たる。ワシントン・コンセンサスは自由貿易と輸出志向の成長を宣言するが、自由
貿易のもと、現実の政策はより複雑となり、そして外交政策の手段（例、最恵国待遇と高関税措置）を使用することから、
世界貿易機構（WTO）を介して世界貿易ルー
ルに法治主義を導入することや、他国の為替レー
トに影響することまでに
及んでいる（例、一九八五年「プラザ合意」と円高）。
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序説―現代政治をどのように理解すればよいのか―』晃洋書房
ファロー
ズ、J.、大前正臣訳（一九八九）『日本封じ込め―強い日本vs.巻き返すアメリカ』阪急コミュニケー
ションズ
ボルカー
、P.、行天豊雄（一九九二）『富の興亡
円とドルの歴史』東洋経済新報社
マコー
マック、G.、新田準訳（二〇〇八）『属国
米国の抱擁とアジアの孤立』凱風社
123――日米為替レジームから日米構造協議までの政治経済過程の研究
御厨
貴（二〇一六）『宮澤喜一と竹下登
戦後保守の栄光と挫折』筑摩書房
村松岐夫／奥野正寛編（二〇〇二）『平成バブルの研究
崩壊後の不況と不良債権処理〈下〉崩壊編』東洋経済新報社
山本
満（一九八三）「対外経済政策の展開」有賀貞・宮里政玄編『概説アメリカ外交史』有斐閣
山本吉宣（一九八九）『国際相互依存』東京大学出版会
第30巻――124
